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第1章 計画策定の基本的事項 

1 計画策定の背景と目的 

 全国の地方公共団体では、1960（昭和 35）年代から 1970（昭和 45）年代にかけて人口増加や住

民ニーズに対応するため、公共施設等※1を集中的に整備してきました。現在、これら公共施設等の

多くは老朽化が進み、今後、同時期に更新等※2を迎える見込みです。さらに、人口減少や少子高齢

化の進行、自然災害の影響などにより、公共施設等に求められる役割や機能が変化しつつあり、あ

り方そのものの見直しも求められ始めています。 

 一方、全国的な景気低迷や人口減少・少子高齢化の進行等により財政状況が年々厳しさを増し、

既存の公共施設等の更新等に充当できる財源が減少傾向にあり、財政負担の軽減や平準化に取り組

む事が共通の課題となっています。 

このような背景を踏まえ、国は、平成 26 年４月に全国の地方公共団体に対して公共施設等の全

体の状況を把握するとともに、将来にわたる課題を客観的に整理し、長期的な視点を踏まえた総合

的かつ計画的な管理に関する基本方針を示す「公共施設等総合管理計画」の策定を要請しました。 

 

印西市（以下、「本市」という。）では、平成 22年３月 23日に１市２村が合併しましたが、合併

前の３市村それぞれが住民ニーズに対応した公共サービスを提供するために整備してきた、様々な

公共施設等を保有しています。 

これらの公共施設等は、昭和 59 年３月の千葉ニュータウン中央駅圏への入居に伴って建設・整

備したものが多く、更新等が必要となりつつあります。一方、将来的には、本市も人口減少や更な

る少子高齢化を迎え、公共施設等の更新等に充当できる財源を確保することが難しくなり、このま

までは、現存する公共施設等の全てを維持していくことが困難になると想定できます。 

 

そこで本市は、これらの課題解決に取り組み、今後も市民ニーズに適切に対応した市民サービス

を提供し続けるため、長期的な視点を持って公共施設等の総合的かつ計画的な管理を推進すること

を目的に平成 29年３月「印西市公共施設等総合管理計画」（以下、「本計画」という。）を策定しま

したが、この度、総務省から示された「公共施設等総合管理計画の策定等に関する指針」を踏まえ

見直しを行いました。 

 

 

 

 

 

 

 
 

※1 本計画では、公共施設及びインフラ資産の事を指し、以下、公共施設等といいます。 
※2 本計画では、改修・建替え（インフラ資産の更新を含む）の事を指し、以下、更新等といいます。 
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2 計画の対象範囲と保有状況 

 

対象範囲は、本市が保有する公共施設及びインフラ資産とします。 

 

 

 

 

 

 

図 1-1 対象範囲 

 

 

表 1-1 公共施設（建築物）の保有状況と施設例 

 

※令和２年度末時点の数値です。 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※本計画では「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省監修）」の仕様に基づき分類しています。 

 例えば、公民館は社会教育法に基づく社会教育施設ですが、市民文化系施設に分類しています。 

※上水道施設、下水道施設はインフラ資産として計上しています。 

※公園・緑地は、建築物がある箇所を計上しています。 

 

 

 

 

4.2 13,193 

0.8 2,629 0.4 1 

0.2 731 7.2 

7.4 23,183 

3.5 10,979 5.8 

4.5 13,965 13.0 

63.8 200,016 

4.1 12,787 

2.4 

9.1 28,540 

構成比（％） 構成比（％） 

市民文化系施設 文化ホール、公民館、地域交流館、コミュニティセンター、集会所 など 40 14.5 

社会教育系施設 図書館、印旛医科器械歴史資料館、印旛歴史民俗資料館 など 9 3.3 7,542 

ｽﾎﾟｰﾂ･ﾚｸﾘｴｰｼｮﾝ系施設 松山下公園、スポーツプラザ、テニスコート、野球場 など 11 4.0 

学校教育系施設 小学校、中学校、給食センター、教育センター 31 11.2 

子育て支援施設 幼稚園、保育園、学童クラブ、児童館、子育て支援センター など 36 

保健・福祉施設 保健センター、福祉センター、高齢者就労支援センター など 16 

行政系施設 印西市役所、支所、出張所、防災倉庫 など 98 35.5 

公園・緑地 管理棟 など 20 

供給処理施設 収集センター 

その他 自転車駐車場 など 14 5.1 

276 100.0 313,565 100.0 

延床面積（㎡） 

合計 

施設分類 施設例 施設数 

公共施設 公共施設等 

インフラ資産 

行政系施設、スポーツ・レクリエーション系施設、 

学校教育系施設、子育て支援施設、保健・福祉施設 

など 

道路、橋りょう、上水道、下水道、公園・緑地 

※上水道、下水道の建築物は、インフラ資産に含む 
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表 1-2 インフラ資産の保有状況 

分類 種別 施設数等 

道路 

一級市道 
83 ㎞    

1,066,194 ㎡    

二級市道 
68 ㎞    

370,586 ㎡    

自転車歩行者道 
33 ㎞    

176,210 ㎡    

その他市道 
984 ㎞    

4,607,756 ㎡    

計 
1,167 ㎞    

6,220,746 ㎡    

橋りょう 橋りょう 

205 本    

4.2 ㎞    

70,539 ㎡    

上水道 

管路 131 ㎞    

付帯施設 
 4 施設   

1,293 ㎡    

下水道 

管路 512 ㎞    

付帯施設 
5 施設   

2,084 ㎡    

公園・緑地 公園・緑地 
182 箇所   

1,404,041 ㎡    

 

※令和２年度末時点の数値です。 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※公園・緑地は、建築物がない箇所も計上しています。 
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3 計画の位置付け 

 本計画は、上位計画である「印西市総合計画」に即し、国の「インフラ長寿命化基本計画」を踏

まえながら策定するものであり、公共施設等の個別計画の指針となるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2 計画の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

印西市行政改革大綱 

印西市都市マスター

プラン など 

印西市公共施設等総合管理計画 

印西市総合計画 インフラ長寿命化基本計画（国） 

印西市公共施設 

長寿命化計画 

各インフラ資産の

長寿命化計画 等 

印西市公共施設適正配置実施方針 

連携 

印西市公共施設適正配置 

アクションプラン 
連携 

印西市学校 

適正規模・適正配置 

基本方針 

印西市学校施設 

長寿命化計画 

印西市公共施設整備基本方針 

各課所管公共施設配置

計画（方針） 

連携 
一対・補完 
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4 計画期間 

 本市では、昭和 59 年３月の千葉ニュータウン中央駅圏への入居に伴って建設・整備した公共施

設等が多く、これらは今後 30 年の間に更新等の時期が集中すること、公共施設等の計画的な管理

運営においては中長期的な視点が不可欠であること及び印西市総合計画と整合性を図るために下

図のとおり周期を合わせ、計画期間を平成 29 年度から令和 32 年度までの 34 年間とします。 

なお、今後の上位・関連計画の見直しや社会情勢の変化などの状況に応じて適宜見直しを行うも

のとします。 

 

 

 

 

図 1-3 計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総合計画 

令和 2年度 
 

令和 12 年度 令和 22 年度 令和 32 年度 平成 29 年度 

公共施設等総合管理計画 

計画期間 
10 年 

計画期間 
10 年 

計画期間 
10 年 

計画期間 
4 年 

平成 29 年
度 

令和 32 年度 

計画期間 
34 年 

計画期間３４年 

平成２９年度（２０１７年度）から令和３２年度（２０５０年度）まで 
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第2章 公共施設等の現況及び将来の見通し 

1 本市の概要 

（位置） 

 本市は、千葉県の北西部、東京都心から約 40km、千葉市か

ら約 20km、成田国際空港から約 15km に位置し、西部は柏市、

我孫子市、白井市に、南部は八千代市、佐倉市、酒々井町に、

東部は成田市、栄町に、北部は利根川を挟んで茨城県に接し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「印西市総合計画」（令和 3年 3月） 

 
 

出典：「印西市総合計画」（令和 3年 3月） 

 

図 2-1 印西市の位置① 

図 2-2 印西市の位置② 
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（地勢） 

 市域は、北部を利根川、南東部を印旛沼、北西部を手賀沼に囲まれ、標高 20～30m 程の台地部と

湖沼周辺の低地部から構成されています。台地部は、千葉ニュータウン事業により開発された市街

地や山林、畑が広がっており、低地部は、恵まれた水辺環境により豊かな水田地帯が形成されてい

ます。 

 また、台地部と低地部の境には、印旛沼や手賀沼などに流れ込む大小の河川の浸食作用によって

枝状に形成された下総台地特有の谷津が広がり、里山と呼ばれる地域景観が見られます。 
 

（沿革） 

 平成 22 年３月 23 日に印西市、印旛村及び本埜村が合併し、行政面積 123.79 ㎢、人口約９万人

の新しい印西市が生まれました。 

 これまでの沿革は次のとおりです。 

明治 22 年      現在の印西市の前身である木下町、大杜村、船穂村、永治村、六合村、宗像村、 

           本郷村、埜原村が誕生。 

大正 2年       大杜村が町制を施行し、大森町となる。 

本郷村と埜原村が合併し、本埜村となる。 

昭和 29 年      木下町、大森町、船穂村、永治村の一部が合併し、印西町となる。 

昭和 30 年      六合村と宗像村が合併し、印旛村となる。 

平成 8年 4月 1日   印西町が市制を施行し、印西市となる。 

平成 22 年 3 月 23 日  印西市、印旛村、本埜村が合併し、現在に至る。 

 
図 2-3 印西市の沿革 

出典：「印西市総合計画」（令和 3年 3月） 
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2 人口の現況及び将来の見通し 

 本市の人口は令和２年度時点でも増加を続けていますが、第２期印西市まち・ひと・しごと創生

総合戦略における将来人口の見通しでは、令和 10 年をピークに、その後減少すると予測していま

す。 

 一方、年齢３階層別人口割合をみると、年少人口及び生産年齢人口の割合は減少する一方、高齢

者人口の割合は増加傾向にあります。 
  

 

 

 

図 2-4 総人口及び年齢 3 階層別人口の推移と見通し 

 

 

図 2-5 年齢３階層別人口割合の推移と見通し 

出典：実績値「国勢調査」 

参照：推計値「第 2期印西市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和 3年 3月） 
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3 財政の現況及び将来の見通し 

（1）. 歳入の推移 

平成 27 年度から令和２年度までの歳入の推移をみると、本市の歳入の根幹を占める市税（地方

税）収入は、概ね増加傾向で推移しており、歳入の約５割を占めています。 

なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金や特別定額給付金給付

事業費・事務費補助金が交付されたことなどにより、国庫支出金が一時的に増加しています。 

本市の人口は、令和 10 年まで増加を続ける見込みですが、今後の更なる高齢化の進行、生産年

齢人口の減少などを踏まえると、大幅な伸びは期待できない状況です。 

 また、地方交付税については、合併特例法により平成 22年度から平成 26 年度までの合併後５年

間は合併前の算定による普通地方交付税が確保されていましたが、平成 27 年度から特例措置分の

段階的な縮減が始まり、令和元年度には終了となり、令和２年度は不交付となりました。 

これらのことから、今後、現在の財源を確保し続けることが困難になると想定されます。 

 

 

図 2-6 歳入の推移（一般会計） 

出典：「平成 27 年～令和 2年度地方財政状況調査」 
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【参考】県内自治体（市のみ）との比較（歳入）（令和 2 年度実績値） 

 

図 2-7 県内自治体との比較（歳入） 

※「〇」が付いている自治体は、県内の類似団体
※3

（Ⅲ－3） 

出典：令和２年度自治体決算カード 

※3 国により設定されている市町村分類です。「人口」と「産業構造」により分類されており、本市は類型Ⅲ－3に該当

します。 

27,532 

18,291 

205,620 

7,971 

86,563 

102,585 

5,841 

20,604 

70,434 

22,951 

12,303 

32,354 

24,544 

7,615 

7,770 

28,603 

69,219 

2,198 

49,218 

30,370 

29,970 

17,241 

4,266 

13,841 

17,952 

9,582 

36,669 

11,734 

14,238 

7,515 

21,478 

9,322 

6,510 

3,975 

3,908 

9,001 

5,751 

3,880 

5,091 

55,146 

38,251 

376,460 

27,541 

135,034 

184,539 

26,832 

43,132 

143,578 

49,873 

31,237 

51,591 

47,133 

20,543 

40,811 

54,176 

119,153 

10,215 

81,825 

61,321 

51,085 

37,642 

17,374 

35,287 

28,922 

16,613 

55,534 

28,522 

20,727 

24,674 

36,946 

18,842 

16,512 

30,549 

19,386 

34,772 

26,360 

19,187 

16,492 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

県内自治体（市のみ）平均

県内の類似団体平均

千葉市

銚子市

市川市

船橋市

館山市

〇木更津市

松戸市

野田市

茂原市

成田市

佐倉市

東金市

旭市

習志野市

柏市

勝浦市

市原市

流山市

八千代市

〇我孫子市

鴨川市

〇鎌ケ谷市

君津市

富津市

浦安市

四街道市

袖ケ浦市

八街市

〇印西市

白井市

富里市

南房総市

匝瑳市

香取市

山武市

いすみ市

大網白里市

地方税 その他の歳入

（単位：百万円） 



 

11 

 

（2）. 歳出の推移 

 歳出の内訳をみると、義務的経費（人件費・公債費・扶助費）が約４割を占めています。公債費

は減少傾向にあるものの、扶助費は増加傾向で推移しています。義務的経費の内、特に扶助費につ

いては、人口変動に影響を受ける費目であるため、今後も少子高齢化の更なる進行等により、財政

運営への影響が大きなものになると想定されます。 

なお、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症緊急経済対策として実施した特別定額給付金給

付金事業に伴い、補助費等が一時的に増加しています。 

 安定した財源確保が難しくなる一方で、義務的経費が増加傾向にあるという状況を踏まえると、

将来の財政状況は厳しいものになる見込みです。 

 

 

図 2-8 歳出の推移（一般会計） 

出典：「平成 27 年～令和 2年度地方財政状況調査」 
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【参考】県内自治体（市のみ）との比較（歳出）（令和２年度実績値） 

 

図 2-9 県内自治体との比較（歳出） 

※「〇」が付いている自治体は、県内の類似団体（Ⅲ－3） 

出典：令和 2年度自治体決算カード 
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（3）. 経常収支比率の推移 

本市の近年の経常収支比率※4は、85％を超えており、財政構造の弾力性を失いつつある状況にあ

ります。 

 県内自治体（市のみ）と比較すると、本市は最上位（１位／37 位）に位置していますが、引き続

き、事務事業の見直しなどにより、経常経費の縮減を図ることが必要です。 

   

 

図 2-10 経常収支比率の推移 

出典：平成 27～令和 2年度全市町村の主要財政指標（総務省） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※4 地方税や普通地方交付税等の毎年度経常的に収入される一般財源を、人件費や扶助費、公債費など毎年度経常的に支
出する経費に、どれくらい充当しているかを表す指標です。一般的に、数値が高いほど財政構造の弾力性が失われつ
つあるといわれており、新しい事業を行うための財源が少なく、財政運営が厳しい状況にあると言えます。 
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【参考】県内自治体（市のみ）との比較（経常収支比率）（令和２年度実績値） 

（％） 

 
図 2-11 県内自治体との比較（経常収支比率） 

※「〇」が付いている自治体は、県内の類似団体（類型Ⅲ－3） 

出典：令和 2年度全市町村の主要財政指標（総務省）  
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（4）. 財政力指数の推移 

本市の近年の財政力指数※5 は、0.97～1.07 で推移しており、１を超えると普通交付税に頼らな

いで財政運営ができる財政力の強い団体となることから、引き続き、安定的な財政運営が必要です。 

また、県内自治体（市のみ）と比較すると、本市は上位（５位／37位）に位置しており、県内の

類似団体（類型Ⅲ－3）の中では、最上位（１位／４位）となっています。 

 

 

図 2-12 財政力指数の推移 

出典：平成 27～令和 2年度全市町村の主要財政指標（総務省） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※5 普通交付税算定の際に算出する指標です。１を超えると普通交付税の不交付団体となり、一般的に高いほど財源に余

裕がある財政力の強い団体と言えます。 
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【参考】県内自治体（市のみ）との比較（財政力指数）（令和 2 年度実績値） 

 

 

図 2-13 県内自治体との比較（財政力指数） 

※「〇」が付いている自治体は、県内の類似団体（類型Ⅲ－3） 

出典：令和 2年度全市町村の主要財政指標（総務省） 
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（5）. 将来財政の見通し 

 今後の財政状況の傾向を把握するため、財政計画と将来人口推計値等をもとに、将来の歳入・歳

出の見通しを推計しました。なお、本推計は、現時点で把握できる数値を用いて行った試算のため、

必ずしも将来の歳入・歳出と一致するものではありません。 

（歳入）  

 歳入については、普通地方交付税の段階的縮減が行われていましたが、令和元年度に特例期間が

終了し、令和３年度から令和７年度は、横ばいとなっています。 

 

図 2-14 財政計画による歳入の見通し 出典：印西市財政計画（令和３年３月） 

  

 また、今後の生産年齢人口の減少など人口構造の変化に伴い、市税が減少する見込みです。 

 

図 2-15 将来の歳入の見通し（推計値） 

 

※市税については、財政計画より生産年齢人口１人当たりの市税額を算出し、将来人口推計値と掛け合わせ算出していま

す。また、地方交付税については、財政計画における令和７年度の地方交付税額としています。市税及び地方交付税以

外の費目については、財政計画に記載されている６年間（令和２年度～令和７年度）の平均額としています。 

※端数処理の都合上、合計値が一致しない場合があります。 
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（歳出） 

 歳出については、人口減少により歳出減となる部分もある一方、高齢化などによる扶助費の占

める割合が多くなることが想定されるため、公共施設等の更新等に充当可能な投資的経費（普通

建設事業費、災害復旧事業費）の十分な確保は難しくなる見込みです。 

 

 

図 2-16 財政計画による歳出の見通し 出典：印西市財政計画（令和３年３月） 

 

 

図 2-17 将来の歳出の見通し（推計値） 

※扶助費については、将来人口推計値を用いて従属人口の変動を加味し、算出しています。扶助費以外の費目については、

財政計画より費目構成比を算出し、歳入費より扶助費を除いた値で、構成比をもとに按分しています。 

※端数処理の都合上、合計値が一致しない場合があります。 
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4 公共施設等の状況と将来の更新等費用の見通し 

（1）. 公共施設の状況 

（保有状況） 

 本市の公共施設は 276 施設あり、総延床面積は約 31 万㎡です。内訳を見ると、学校教育系施設

が約 20 万㎡（63.8％）と最も多く、次いで市民文化系施設が約 2.9 万㎡（9.1％）、行政系施設が

約 2.3 万㎡（7.4％）となります。 

また、令和２年度公共施設状況調に基づく本市の延床面積は、人口一人当たりに換算すると約 2.9

㎡であり、県内の類似団体（類型Ⅲ－3）の中では、最上位（１位／４位）となっています。 

表 2-1 公共施設の施設数と延床面積 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※令和２年度末時点の数値です。 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※上水道施設、下水道施設はインフラ資産として計上しています。 

※公園・緑地は、建築物がある箇所を計上しています。 

 

 

図 2-18 公共施設の施設分類別延床面積の構成比 
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20 

 

 【参考】県内の類似団体との比較（住民一人当たりの保有量）  

         

 表 2-2 県内の類似団体との比較（住民一人当たりの保有量） 
         

 

自治体名 総人口(人) 面積(㎢) 

施設保有量(㎡) 

 

総量 

主な内訳 住民一人当た

り 

の保有量 

 行政施設 学校施設 
その他 

施設 

 
県内の類似団体平均 

(○を付した自治体) 
120,848  81.74  255,018  19,131  148,031  87,856  2.1  

 
県内の類似団体平均 

(★を付した自治体) 
88,145  73.43  223,781  21,697  124,599  77,485  2.5  

 ○★ 印西市 105,772  123.79  311,646  25,035  188,659  97,952  2.9  

 ★ 茂原市 88,280  99.92  223,532  17,592  101,468  104,472  2.5  

 ★ 白井市 63,162  35.48  151,510  18,950  92,265  40,295  2.4  

 ○ 木更津市 136,034  138.95  323,160  18,381  165,822  138,957  2.4  

 ★ 四街道市 95,366  34.52  208,434  25,209  116,005  67,220  2.2  

 ○ 我孫子市 131,644  43.15  210,079  10,464  138,767  60,848  1.6  

 ○ 鎌ケ谷市 109,943  21.08  175,185  22,642  98,877  53,666  1.6  

                   出典：令和２年度公共施設状況調（総務省） 

 
 

・「○」を付した自治体は、令和 2年度時点の県内類似団体（類型Ⅲ-3） 

 ・「★」を付した自治体は、令和元年度時点の県内類似団体（類型Ⅱ-3）   
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（整備状況） 

  本市では、昭和 59 年３月の千葉ニュータウン中央駅圏への入居に伴って、多くの公共施設を

整備してきました。昭和 58 年以降の施設量を延床面積に換算すると約 26 万㎡（約 81％）を占めて

おり、本市の公共施設は比較的新しい物が多いと言えます。 

 なお、固定資産台帳との整合性を図り、鉄筋コンクリート造の建築物については建築後 25 年程

度で大規模改修、50 年程度で建替えを行うことを想定した場合、本市は近い将来、昭和 50 年代後

半から平成10年代にかけて整備してきた公共施設が一斉に更新等の時期を迎えることとなります。 

 

 

図 2-19 公共施設の建築年度別延床面積 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 
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（有形固定資産減価償却率の推移） 

 

 本市が保有している有形固定資産（土地を除く）の減価償却の進展の割合を示す有形固定資産減

価償却率は、上昇傾向にあります。このことは、有形固定資産の老朽化の進行を示しており、保全

改修や大規模改修を進めていく必要があります。 

 

 

 

 図 2-20 有形固定資産減価償却率の推移 

 

有形固定資産減価償却率 

＝減価償却累計額／（有形固定資産合計－土地等の非償却資産※＋減価償却累計額） 

※土地等の非償却資産：土地＋立木竹＋建設仮勘定＋物品－物品減価償却累計額 
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（施設保有量の推移） 

 

 平成 25 年度から令和２年度は、学校校舎等の増築や学童保育施設の新設により施設保有量が増

加しています。 

 

 

 
（単位：㎡） 

図 2-21 用途分類（大分類）別・施設延床面積の推移 

 

 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 
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（現在要している維持管理経費） 

 

 公共施設の維持管理経費（工事費を除く）は、年々上昇傾向にあり令和２年度においては全体で

約 11 億円となっています。 

 

 

 

（単位：百万円） 

図 2-22 維持管理費用の状況 

出典：公共施設カルテ  

 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 
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（過去に行った対策の実績） 

 

 ①点検・診断等の実施体制の整備 

 ・公共建築物の施設管理者が施設を適切に管理するため、施設点検記録簿を作成し、修繕箇所等

の整備に活用しています。 

 

 ②指定管理者制度の活用 

 ・指定管理者制度を活用し、施設の管理や運営を行っています。 

   令和３年４月１日時点での指定管理者導入施設数 60 施設 

 

③公共施設（建築物）延床面積の縮減実績（平成 26 年度時点の延床面積を基準値とする） 

  ・縮減なし。 

 

 ④印西市学校施設長寿命化計画を策定（令和３年３月） 

  ・同長寿命化計画の整備計画（第１期）に基づき、21施設の保全改修や大規模改修を実施予定。 

 

 ⑤印西市公共施設長寿命化計画を策定（令和３年７月） 

  ・同長寿命化計画の整備計画（第１期）に基づき、48 施設の保全改修、大規模改修、建替え及

び解体を実施予定。 
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（2）. インフラ資産の状況 

（保有状況） 

 本市が保有する主なインフラ資産は、下表のとおりです。 

 

 

表 2-3 インフラ資産の保有状況 

   

分類 種別 施設数等 

道路 

一級市道 
83 ㎞    

1,066,194 ㎡    

二級市道 
68 ㎞    

370,586 ㎡    

自転車歩行者道 
33 ㎞    

176,210 ㎡    

その他市道 
984 ㎞    

4,607,756 ㎡    

計 
1,167 ㎞    

6,220,746 ㎡    

橋りょう 橋りょう 

205 本    

4.2 ㎞    

70,539 ㎡    

上水道 

管路 131 ㎞    

付帯施設 
   4 施設   

1,293 ㎡    

下水道 

管路 512 ㎞    

付帯施設 
5 施設   

2,084 ㎡    

公園・緑地 公園・緑地 
182 箇所   

1,404,041 ㎡   

 

※令和２年度末時点の数値です。 

※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※公園・緑地は、建築物がない箇所も計上しています。 
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（3）. 公共施設等の将来の更新等費用の見通し 

（充当可能見込み財源の検討） 

 公共施設等の将来の更新等費用に充当可能と見込める財源の検討を行いました。 

令和３年度から令和７年度の財政計画（一般会計）における公共施設及びインフラ資産の投資的

経費の試算の平均は、約 40.08 億円（表 2-4 の①）となり、今後充当可能と見込める財源としてお

ります。 

 なお、公営企業会計である「上水道」「下水道」につきましては、財政計画に含まれておりません

ので、平成 30 年度から令和２年度投資的経費実績額の平均値を、今後も充当可能と見込める財源

として仮定します。 

表 2-4 財政計画による投資的経費額（一般会計） 

   令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 6年度 令和 7年度 充当可能見込み財源 

投資的経費総額 

（一般会計：公共施設・ 

道路・橋りょう） 

45.33億円 44.17億円 36.07億円 34.32億円 40.52億円 
40.08億円 

（①） 

公共施設 32.59億円 32.38億円 19.16億円 17.16億円 27.27億円 25.71億円 

インフラ資産 

（道路・橋りょう） 
12.74億円 11.79億円 16.91億円 17.16億円 13.25億円 14.37億円 

 

表 2-5 投資的経費実績額（公営企業会計） 

 平成 30年度 令和元年度 令和 2年度 
3ヵ年平均 

（充当可能見込み財源） 

上水道  0.61億円 0.18億円 1.49億円 0.76億円 

下水道 0.8億円 2.8億円 2.3億円 2.0億円 

 

表 2-6 充当可能見込み財源 

 

  

 公共施設 
インフラ資産 

（道路・橋りょう） 

インフラ資産 

（上・下水道） 
公共施設＋インフラ資産 

充当可能見込み財源 25.71億円 14.37億円 2.76億円 42.84億円 
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（公共施設等の見通し） 

※公共施設（長寿命化なしの建替え中心の更新等費用）＋インフラ資産 

公共施設等の更新等に充当可能と見込める「１年当たりの財源」は、約 43 億円です。 

今後の公共施設等の更新等に必要と見込まれる「１年当たりの更新等費用」は、約 81 億円であ

り、１年当たりの充当可能見込み財源約 43 億円に対して、約 1.9 倍に相当します。 

そのため、将来の公共施設等の更新等に必要となる費用として、今後 30年間、毎年度平均約 38億

円程度不足する見込みです。 

 

図 2-23 公共施設等の将来の更新等費用の推計  ※公共施設（長寿命化なしの建替え中心の 

更新等費用）＋インフラ資産 

 
※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※公共施設は「印西市市有建築物の現況調査業務」にて設定した条件にて試算しています。（設定条件は資料編に記載） 

※インフラ資産は「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）にて試算しており、費用推計では道路・橋りょう・

上水道・下水道を対象としています。（設定条件は資料編に記載） 
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公共施設 インフラ

令和3年度以降30年の更新等費用 
 

１年あたり約 81 億円 

 

１年あたりの充当可能見込み財

源と将来の更新等費用の比較 
 

約 38 億円不足見込み 

 

令和 3 年度以降 30 年の更新等費用 
 

合計：約 2,445 億円 

 

約 184 億円 

（年平均約 46 億円） 

 

約 924 億円 

（年平均約 92 億円） 

 

約 903 億円 

（年平均約 90 億円） 

 

（億円） 

今後の充当可能見込み財源 
 

１年あたり約 43 億円 

 

約 619 億円 

（年平均約 62 億円） 
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※公共施設（長寿命化対策等を反映した更新等費用）＋インフラ資産 

公共施設等の更新等に充当可能と見込める「１年当たりの財源」は、約 43 億円です。 

今後の公共施設等の更新等に必要と見込まれる「１年当たりの更新等費用」は、約 67 億円であ

り、１年当たりの充当可能見込み財源約 43 億円に対して、約 1.6 倍に相当します。 

そのため、将来の公共施設等の更新等に必要となる費用として、今後 30 年間、毎年度平均約 24

億円程度不足する見込みです。 

 

図 2-24 公共施設等の将来の更新等費用の推計  ※公共施設（長寿命化対策等を反映した 

更新等費用）＋インフラ資産 

 
※端数の処理の関係で合計値が一致しない場合があります。 

※公共施設は「印西市市有建築物の現況調査業務」にて設定した条件にて試算しています。（設定条件は資料編に記載） 

※インフラ資産は「公共施設等更新費用試算ソフト」（総務省監修）にて試算しており、費用推計では道路・橋りょう・

上水道・下水道を対象としています。（設定条件は資料編に記載） 
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公共施設 インフラ
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１年あたりの充当可能見込み財

源と将来の更新等費用の比較 
 

約 24 億円不足見込み 

 

令和 3 年度以降 30 年の更新等費用 
 

合計：約 2,017 億円 

 

約 184 億円 

（年平均約 46 億円） 

 

約 816 億円 

（年平均約 82 億円） 

 

約 629 億円 

（年平均約 63 億円） 

 

（億円） 

今後の充当可能見込み財源 
 

１年あたり約 43 億円 

 

約 572 億円 

（年平均約 57 億円） 
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（公共施設の見通し） 

※建替え中心の更新等費用 

公共施設の更新等に充当可能と見込める「１年当たりの財源」は、約 26億円です。 

今後の公共施設の更新等に必要と見込まれる「１年当たりの更新等費用」は、約 43 億円であり、

１年当たりの充当可能見込み財源約 26 億円に対して、約 1.7 倍に相当します。 

そのため、将来の公共施設の更新等に必要となる費用として、今後 30 年間、毎年度平均約 17 億円

程度不足する見込みです。 

 

図 2-25 公共施設の将来の更新等費用の推計（長寿命化なしの建替え中心の更新等費用） 

※長寿命化対策等を反映した更新等費用 

公共施設の更新等に充当可能と見込める「１年当たりの財源」は、約 26億円です。 

今後の公共施設の更新等に必要と見込まれる「１年当たりの更新等費用」は、約 29 億円であり、

１年当たりの充当可能見込み財源約 26 億円に対して、約 1.1 倍に相当します。 

そのため、将来の公共施設の更新等に必要となる費用として、今後 30 年間、毎年度平均約３億

円程度不足する見込みです。 

 

図 2-26 公共施設の将来の更新等費用の推計（長寿命化対策等を反映した更新等費用） 
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約 338 億円 

（年平均約 34 億円） 

 

約 511 億円 

（年平均約 51 億円） 

 

約 443 億円 

（年平均約 44 億円） 

 

令和3年度以降30年の更新等費用 
 

１年あたり約 43 億円 

 

１年あたりの充当可能見込み財

源と将来の更新等費用の比較 
 

約 17 億円不足見込み 

 

（億円） 
約 73 億円 

（年平均約 18 億円） 

 

今後の充当可能見込み財源 
 

１年あたり約 26 億円 

 

（億円） 

約 73 億円 

（年平均約 18 億円） 

 

約 335 億円 

（年平均約 34 億円） 

 

約 238 億円 

（年平均約 24 億円） 

 

令和 3 年度以降 30 年の更新等費用 
 

合計：約 864 億円 

 令和3年度以降30年の更新等費用 
 

１年あたり約 29 億円 

 

１年あたりの充当可能見込み財

源と将来の更新等費用の比較 
 

約 3 億円不足見込み 

 

今後の充当可能見込み財源 
 

１年あたり約 26 億円 

 

約 291 億円 

（年平均約 29 億円） 

 

令和 3 年度以降 30 年の更新等費用 
 

合計：約 1,292 億円 
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（インフラ資産の見通し） 

インフラ資産の更新等に充当可能と見込める「１年当たりの財源」は、約 17 億円です。 

今後のインフラ資産の更新等に必要と見込まれる「１年当たりの更新等費用」は、約 38 億円で

あり、１年当たりの充当可能見込み財源約 17 億円に対して、約 2.2 倍に相当します。 

そのため、将来のインフラ資産の更新等に必要となる費用として、今後 30 年間、毎年度平均約

21 億円程度不足する見込みです。 

 

 

 

図 2-27 インフラ資産の将来の更新等費用の推計 

 

 

  

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

90.0

平成29年度

2017年度

令和2年度

2020年度

令和5年度

2023年度

令和8年度

2026年度

令和11年度

2029年度

令和14年度

2032年度

令和17年度

2035年度

令和20年度

2038年度

令和23年度

2041年度

令和26年度

2044年度

令和29年度

2047年度

令和32年度

2050年度

道路 橋りょう 上水道 下水道

（億円） 
約 281 億円 

（年平均約 28 億円） 

 

約 391 億円 

（年平均約 39 億円） 

 

約 481 億円 

（年平均約 48 億円） 

 

令和 3 年度以降 30 年の更新等費用 
 

合計：約１,153 億円 

 

約 111 億円 

（年平均約 11 億円） 

 

今後の充当可能見込み財源 
 

１年あたり約 17 億円 

 

令和3年度以降30年の更新等費用 
 

１年あたり約 38 億円 

 

１年あたりの充当可能見込み財

源と将来の更新等費用の比較 
 

約 21 億円不足見込み 
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（4）. 公共施設の長寿命化対策等による効果額 

（公共施設の長寿命化対策等による効果額） 

 

 公共施設について、本計画に基づく長寿命化の取組みを実施することで、計画期間の 30 年間に

おいて約 33％、年間平均約 14.3 億円のコスト縮減に繋がることが期待できます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-28 長寿命化対策等による効果 （計画期間 30 年間の合計） 
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長寿命化対策等による削減効果 

令和 3 年度からの 30 年間で 
 

合計：約 428 億円の削減 

（年間：約 14.3 億円の削減） 

 

129,228 

86,393 
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5 公共施設に関する市民意向（市民アンケート結果報告書より抜粋）  

 ＜アンケート実施概要＞ 

○調査票配布数及び回収数：配布 3,000 票、回収 1,502 票（回収率 50.1％） 

○対象：18 歳以上の市民 ○調査時期：平成 27 年 12 月  

 

（公共施設の保全・活用方策） 

○ 「公共施設の保全・活用方策」について、「積極的に実施すべき」「どちらかといえば実施すべ

き」の回答割合をみると、「3：民間ノウハウ・資金活用に関する方策（86％）」は８割以上を占

め最も高く、次いで、「１：施設総量削減に関する方策（67％）」「2：近隣市との施設の共用に関

する方策（66％）」「5:施設の長寿命化に関する方策（65％）」「6：民間施設の利用への助成に関

する方策（62％）」の順となっており、これら５施策は５割以上を占めています。 

○ 「4：地域住民による施設管理に関する方策」「７：利用料金の引き上げに関する方策」「8：無

料施設の有料化に関する方策」「9：施設管理費の財源の見直しに関する方策」では、「どちらか

といえば実施すべきではない」「実施すべきではない」の合計が、回答割合の 4割以上を占めて

います。 

 
図 2-29 公共施設の保全・活用方策 

回答数

1
今ある施設を統廃合や機能集約すること
で、施設（建物）全体の数を減らす

1502

2
近隣の市と共用できる施設は、市域を超
えた利用をすることで、施設全体の数を減
らす

1502

3
施設の建替え・改修や管理・運営に民間
のノウハウや資金を活用し、コストカットを
図る

1502

4
地域に密着した施設は、町内会などが管
理運営することで、市が管理する施設を
減らす

1502

5
建替えは行わずに、補強するなどして、出
来るだけ寿命を延ばし、更新費用を減ら
す

1502

6
施設を減らす代わりに民間施設（会議室・
スポーツ施設など）の利用に対する助成
を行う

1502

7
現在有料の施設は、管理運営に充てられ
る財源を増やすため使用料金を引き上げ
る

1502

8
現在無料の施設も、可能な限り有料化
し、財源を増やしていく

1502

9
他の行政サービスを圧縮して、施設の運
営管理費に充てる財源を捻出する

1502
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（公共施設の統廃合と交通手段への影響） 

○ 「公共施設の統廃合と交通手段への影響」については、「公共交通機関等が充実されれば利用で

きる（36％）」の回答割合が、最も高くなっています。次いで、「たまにしか利用しない施設なら

支障ない（27％）」「駐車場が広ければ利用できる（23％）」が高くなっています。 

○ 自由意見において、「非常に困る」理由として、「自動車の運転ができない・いずれできなくな

ること」や「公共交通機関が無い事」、「公共施設までの距離が遠い事」が挙げられていました。 

 

図 2-30 公共施設の統廃合と交通手段への影響  
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第3章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針 

1 現状や課題に関する基本認識 

第 2章までで整理した公共施設等の現況、将来の見通しを踏まえ、本市が抱えている公共施設等

の現況や課題に関する基本認識を以下にまとめます。 

 

（1）. 安全性の確保への対応 

 
本市の公共施設等は比較的新しい物が多いものの、老朽化は進んでおり、このまま老朽化が進む

と、外壁や天井の劣化などにより安全性が低下することが懸念されます。 

また、本市はこれまで、大規模な地震に備え、災害時の拠点となる施設やインフラ資産等の耐震

化に取り組んできました。主要な施設の耐震化は完了していますが、耐震化できていない施設につ

いては早急に取り組む必要があります。 

市民が安全・安心に公共施設等を利用することができる環境を整えるとともに、災害時等の拠点

施設としての機能確保の観点からも、公共施設等の計画的な更新等や耐震化等を継続的に取り組む

必要があります。 

 

 

（2）. 市民ニーズの変化への対応 

 
 本市の人口は、令和 10年度まで緩やかに増加していく見込みですが、少子高齢化が更に進行し、

将来的には人口そのものが減少する見込みです。  

 これまでは、人口増加を背景としたまちづくりに伴い、公共施設等の整備をしてきましたが、こ

れからは、将来的な人口減少や少子高齢化を見据え、現在保有する全ての公共施設等を維持し続け

ることは困難であるため、適切な公共施設等の規模を検討する必要があります。また、人口構造の

変化は市民のニーズにも影響を与えるため、施設の役割や市民サービスの内容等について、見直す

必要があります。 

 なお、「印西市の公共施設に関する市民アンケート結果報告書（平成 28 年６月）」では、施設の

統廃合に際しては、公共交通機関の充実や駐車場の確保が求められていることから、対応を検討す

る必要があります。 
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（3）. 厳しい財政状況への対応 

 
 本市の財政状況は、現在は健全性が保たれているものの、将来的には人口減少等により、税収が

減少する見込みです。一方、少子高齢化に伴い扶助費等の社会保障関係経費の増大が避けられない

ことから、公共施設等の更新等に充当できる財源の確保が困難になることが想定されます。 

 また、公共施設等の将来の更新等費用の見通し結果より、現在保有する全ての公共施設等を維持

し続けていくことは困難であるため、公共施設等の更新等や維持管理・運営に要する費用の抑制や

平準化、公共施設の廃止を行うことにより、将来的な財政負担の軽減を図る必要があります。 
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2 公共施設等マネジメントの基本的な考え方 

現状や課題に関する基本認識を踏まえると、本市が保有している公共施設等を今後も維持し続け

ていくのは困難です。そのため本市では、自治体経営の視点から総合的かつ計画的に管理していく

公共施設等マネジメントについての基本的な考え方を以下のとおり定めます。 

 

（1）. 将来のまちづくりを見据えた公共施設等マネジメント 

 
 「印西市総合計画（令和３年３月）」で基本構想に掲げる将来都市像「住みよさ実感都市 ずっと 

このまち いんざいで」の実現に向け、「印西市都市マスタープラン（令和３年３月）」で示す目標

や方針等を踏まえ、施設の再編整理や空きスペースの活用、民間技術を活用した施設の管理・運営

等の公共施設等マネジメントに取り組みます。 

 

（2）. 市民ニーズに対応した施設整備・サービスの維持 

 
現在の施設の利用状況及び将来の市民ニーズや社会情勢の変化も踏まえ、適切な施設の整備（新

たに必要となる施設の整備や施設用途の変更など）や可能な範囲でのサービスの維持（施設のバリ

アフリー化、申請・届出手続きの電子化など）に努めます。また、公共施設はサービスを提供する

ための目的ではなく手段であることを踏まえ、施設の必要性そのものの検討にも取り組みます。 

 

（3）. 既存の公共施設等の長期利用・長寿命化 

 
 施設管理者による日常点検・診断を実施するとともに、公共施設等の機能低下の兆候を検出し、

使用不可能な状態となる前に補修などを行う予防保全型の維持管理に取り組み、既存施設の長期利

用に取り組みます。また、中長期的な視点に立った公共施設等の長寿命化計画を引き続き推進しま

す。 

  

（4）. 将来の更新等費用の抑制及び平準化 

 
 厳しい財政状況の中、公共施設等の更新等を確実に行うために、施設保有量の適正化や長寿命化、

民間活用の手法を含めた維持管理・運営の効率化等を図り、将来の更新等費用の抑制及び平準化に

努めます。 
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3 数値目標の検討 

公共施設等マネジメントの実現に向けて、今後の取組の実効性を確保することが重要です。今後

の取組の進捗状況の把握及び評価のため、取組の進捗状況を評価する目安の一つとなる数値目標を

設定します。 

 

（1）. 公共施設 

現在保有する全ての公共施設の更新等を続けた場合、毎年度約 3億円不足する見込みです。 

充当可能見込み財源内に収めるために、将来の更新等費用の縮減率を延床面積に置き換えると、

延床面積を 11％縮減することとなります。 

そのため、延床面積の縮減は「11％」（基準値は令和２年度末時点の延床面積 313,565 ㎡）を数

値目標とします。 

ただし、社会状況の変化や更新等費用の削減状況などを踏まえ、必要に応じて適切に数値目標を

見直します。 

 

 

  

 

 

 

※数値目標は、端数を含めた値にて算出しています。 

 

 

 また、この数値目標のとおりに縮減した場合、市民サービスに大きな影響を与えるため、公共

施設保有量の縮減と併せてソフト面での取り組みを推進し、維持管理費の縮減や充当可能財源の

確保などを行うことにより、縮減目標の圧縮を目指します。 

 なお、新規で施設を整備する場合は、施設の統廃合を行い、原則、市全体の施設総量（総延床面

積）が増加しないようにします。 

 

 ＜将来の更新等費用の縮減量の算出＞  

将来の更新等費用は、今後30年間で約864億円、1年当たり約28.8億円がかかる見通しで

す。また、1年当たりの充当可能見込み財源は約25.7億円であるため、今後30年間、毎年度

平均約3.1億円不足する見込みです。 

 そのため、1年当たりの将来の更新等費用を充当可能見込み財源内に収めるためには、将

来の更新等費用を30年間で11％程度を縮減する必要があります。 
 

① 充当可能見込み財源（年平均）   ：約 25.7 億円 

② 将来の更新等費用（年平均）    ：約 28.8 億円 

③ 年平均不足額（②-①）       ：約 3.1 億円  

④ 必要縮減率（③÷②）       ：約 11％ 

 

 

公共施設保有量（延床面積）を 30 年間で 11％縮減 
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図 3-1 更新等費用縮減のイメージ 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※6  パブリック・プライベート・パートナーシップ（公民連携）。市民サービスの提供に民間が参画する手法を幅広く
捉えた概念で、民間資本や民間のノウハウを利用し、効率化や市民サービスの向上を目指すものです。指定管理者
制度も含まれます。 

※7  プライベート・ファイナンス・イニシアティブ。公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及
び技術的能力を活用することで、効率化や市民サービス向上を図る公共事業の手法を指します。 
  

＜ソフト面の取り組みによる削減方法例＞ 

 ○跡地等の未利用地の売却 

 ○指定管理者制度の導入  

 ○維持管理に関する業務委託の一括発注 

 ○PPP※6・PFI※7手法の活用 

 ○国庫補助、地方財政措置等の支援策の積極的な活用（充当可能財源の確保） 

 ○受益者負担の見直し（充当可能財源の確保） 

 ○広域連携の検討  等 

充当可能見込み財源 

公共施設の将来の更新等費用 

保有量の縮減 

ソフト面の取り組み 

不足費用 
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（2）. インフラ資産 

 インフラ資産は、市民の生活を支えるライフラインであり、安全な暮らしを支える上で必要不

可欠な施設です。 

そのため、インフラ資産については目標値を設定せず、さまざまな手法により財政負担の軽減

を図ることとします。 

 

○ 性能を可能な限り維持し、長期にわたり使用できるよう、事後保全から予防保全への転換な

どに取り組み、将来の更新等費用の抑制及び平準化を目指します。 

○ 開発行為で新規に築造される道路については、市が直接管理する必要性を判断し、新たな負

担の増加を抑制します。 

○ 橋りょうについては、道路法等に基づいた定期点検を実施するとともに、効率的なメンテナ

ンスサイクルの確立及び長期的な修繕コストの低減等を図ります。 

○ 未利用地については、売却を検討し、資産（土地）の減量化を進めます。 

○ 水道事業については、経営基盤強化のため、将来的に広域化を検討します。   等 
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4 公共施設等の管理に関する基本的な考え方 

（1）. 点検・診断等の実施方針 

 

（公共施設） 

○ 施設の老朽化に伴う機能損失を防ぐため、法定点検に加え、「公共施設の維持保全の手引き」

等に基づき、施設管理者による日常点検・診断に取り組みます。 

○ 点検・診断結果から得られた施設の状態や修繕・更新等の履歴の情報を公共施設保全データベ

ースや施設カルテ等に記録し、次期点検・診断に活用するメンテナンスサイクルを構築します。 

○ 日常点検・診断マニュアルの整備や職員への研修を行い、点検・診断が適切に行える体制の構

築に取り組みます。 

 

（インフラ資産） 

○ 施設管理者による日常点検・診断に取り組み、点検・診断結果を踏まえた計画的な保全を行う

ことで、機能を維持し続けます。 

○ 公共施設と同様に、点検・診断結果から得られた施設の状態や修繕・更新等の履歴の情報を記

録し、次期点検・診断に活用するメンテナンスサイクルを構築します。 

 

（2）. 維持管理・修繕・更新等の実施方針 

 

（公共施設） 

○ 損傷や故障の発生に伴い修繕・更新等を行う「事後保全」から、機能低下の兆候を検出し、使

用不可能になる前に修繕・更新等を行う「予防保全」に転換します。 

○ 設備の更新や施設の修繕等の際には、耐久性・汎用性のある材料の選定など省エネ設備の導入

等を検討し、省エネルギー化や維持管理費の縮減に取り組みます。 

○ 施設の更新等の際には、人口の動向や市民ニーズ、周辺施設の立地状況及び類似施設の状況等

を踏まえ適正な規模を検討します。また、未利用や不要となっている施設内のスペースや建物に

ついては、減築や用途変更を検討します。 

○ 施設の修繕・更新等や維持管理については、民間の技術やノウハウを活用する PPP・PFI 手法

を含め、効果的な方法を検討し、市民サービスの向上及び財政負担の軽減や平準化に取り組みま

す。 

 

（インフラ資産） 

○ 性能を可能な限り維持し、長期にわたり使用できるよう、対処療法である「事後保全」から、

機能低下の兆候を検出し、使用不可能になる前に補修・更新を行う「予防保全」に転換します。 

 

○ 修繕・更新等の際には、施工方法や使用材料等の検討を行い、将来の更新等費用の縮減を図り
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ます。 

○ 民間の技術やノウハウの積極的な活用を検討し、事業の効率化やサービスの充実及び財政負担

の軽減や平準化に取り組みます。 

  

（3）. 安全確保の実施方針 

 

（公共施設） 

○ 利用者の安全を確保するため、法定点検だけでなく日常点検を実施するとともに、点検・診断

結果等より、危険性が認められた施設については、安全確保の対策を最優先に実施します。 

○ 施設の老朽化や利用状況、優先度を踏まえ、改修、建替え、廃止等を検討し、安全の確保に取

り組みます。 

○ 市民が安全・安心で利用しやすい施設とするためにバリアフリー化などの施設の機能強化に積

極的に取り組みます。 

 

（インフラ資産） 

○ 市民の生活を支える重要な生活基盤であることから、適切な更新等を行い、安全の確保に取り

組みます。 

 

（4）. 耐震化及び長寿命化の実施方針 

 

（公共施設） 

○ 「印西市耐震改修促進計画（平成 28 年３月）」に基づき、特定建築物の耐震化は完了していま

す。そのため、今後は特定建築物以外の建築物も含めて、将来の市民ニーズ等を踏まえ、点検・

診断結果等に基づき、耐震化の検討及び耐震性の強化に取り組みます。 

○ 点検・診断結果等をもとに、今後も保有していく施設については、長寿命化を進め、将来の更

新等費用の低減や維持管理費用の平準化に取り組みます。 

○ 長寿命化計画を改訂する際は、本計画と整合を図るものとします。 

 

（インフラ資産） 

○ 市民の生活を支える重要な生活基盤であることから、点検・診断に基づき、耐震性の強化に取

り組みます。 

○ 点検・診断結果等をもとに種別毎の特性を踏まえて、長寿命化を進めます。 

○ 今後、各施設の長寿命化計画等を策定する際は、本計画と整合を図るものとします。 
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（5）. ユニバーサルデザイン化の推進方針 

 公共施設等の改修・更新等の際には、「印西市第４次障害者基本計画」及び「千葉県福祉のまちづ

くり条例」等に基づき、市民ニーズや施設の状況等を踏まえながら誰もが使いやすい施設となるよ

うユニバーサルデザイン※を推進します。 

 

※ユニバーサルデザイン：高齢であることや障がいの有無などにかかわらず、すべての人が 

            快適に利用できるように建造物、生活空間などをデザインすること 

 

（6）. 脱炭素化の推進方針 

 第３次印西市環境基本計画に基づいて、公共施設の省エネルギー性能の向上を図るとともに、公

共施設や市有地などにおいて再生可能エネルギー発電設備及び蓄電設備を導入していきます。 

 

（7）. 広域連携の検討 

 国や県、近隣自治体の公共施設等の配置状況などを適切に把握し、必要に応じて広域的連携につ

いて検討します。 

特に、近隣自治体との相互利用をはじめとした広域連携は、効率的な行政運営の有効な選択肢で

あることから、まずは近隣自治体と行政ニーズや保有施設に係る情報交換を図るとともに、連携効

果が期待できる分野を研究します。 

 

（8）. 統合や廃止の推進方針 

 

（公共施設） 

○ 将来にわたって適切に市民サービスを提供し続けるため、老朽化し更新時期を迎える施設、市

民ニーズの変化等により利用が見込めない施設、借地を利用している施設、施設の維持管理費が

他の類似施設より高い施設については、原則として統廃合を検討します。なお、将来のまちづく

りの方向性や地域状況等を踏まえながら、必要なサービスを維持することに留意します。 

○ 新規で施設を整備する場合は、施設の統廃合を行い、原則、市全体の施設総量（総延床面積）

が増加しないようにします。   

○ 「印西市の公共施設に関する市民アンケート結果報告書（平成 28 年６月）」では、施設の統廃

合に際しては、公共交通機関の充実や駐車場の確保が求められています。また、合併により市域

が広がったことや、今後高齢化が更に進行していくことなどを踏まえ、施設の統廃合を検討する

際には、将来的な財政負担に留意しつつ、公共交通の充実や駐車場の確保等を検討します。 

○ 施設の廃止により生じる跡地は原則として売却するなどし、公共施設等への充当可能財源の確

保に努めます。ただし、施設の老朽化状況や地域のニーズ等を踏まえて必要性が認められる場合

は、施設の活用等の検討も行います。 
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（インフラ資産） 

○ 今後の社会経済情勢の変化や市民のニーズを踏まえながら、財政状況を考慮して、中長期的な

視点から必要な整備を計画的に行います。 

 

（9）. 総合的かつ計画的な管理を実現するための体制の構築方針 

 

（職員の意識向上） 

○ 本計画の推進のための意識向上を目的とした職員研修等を定期的に行い、庁内の意識共有に努

めます。 

 

（議会・市民等との情報共有等） 

○ 取組状況や検討過程などについて、広報紙やホームページなどを通じて経過を報告し、議会や

市民等との情報共有に努めるとともに、市民意見を聞きながら公共施設等マネジメントを推進し

ていきます。 

 

 

  



 

45 

 

第4章 施設類型ごとの管理に関する基本的な方針 

「第 3章 公共施設等の総合的かつ計画的な管理に関する基本的な方針」を踏まえ、施設類型ご

との管理に関する基本的な方針を以下に定めます。なお、表中の「主な施設」については、令和２

年度末時点の施設です。 

1 公共施設 

 本市の特徴として複合施設（複数の機能を併せ持つ施設）を多数保有しています。主な複合施

設を下表のとおり掲載します。 

 

大分類 中分類

子どもふれあいセンター 子育て支援施設 幼児・児童施設

中央老人福祉センター 保健・福祉施設 高齢福祉施設

印西地域福祉センター 保健・福祉施設 その他社会福祉施設

福祉作業所コスモス 保健・福祉施設 障がい福祉施設

高花保健センター 保健・福祉施設 保健施設

子ども発達センター 子育て支援施設 幼児・児童施設

高花老人福祉センター 保健・福祉施設 高齢福祉施設

印旛支所 行政系施設 庁舎等

印旛保健センター 保健・福祉施設 保健施設

印旛地域福祉センター 保健・福祉施設 その他社会福祉施設

健康づくりセンター 保健・福祉施設 保健施設

いんば児童館 子育て支援施設 幼児・児童施設

印旛図書館（分館） 社会教育系施設 図書館

中央駅前出張所（2号館） 行政系施設 庁舎等

中央駅前地域交流館（1号館と2号館3階部分） 市民文化系施設 集会施設

ファミリーサポートセンター（2号館） 子育て支援施設 幼児・児童施設

市民活動支援センター（2号館） 市民文化系施設 集会施設

市民安全センター（2号館） 行政系施設 その他行政系施設

小林出張所 行政系施設 庁舎等

小林公民館 市民文化系施設 集会施設

小林図書館（分館） 社会教育系施設 図書館

小林子育て支援センター 子育て支援施設 幼児・児童施設

小林学童クラブ 子育て支援施設 幼児・児童施設

そうふけ公民館 市民文化系施設 集会施設

そうふけ児童館 子育て支援施設 幼児・児童施設

そうふけ老人福祉センター 保健・福祉施設 高齢福祉施設

そうふけ図書館（分館） 社会教育系施設 図書館

草深ふれあい市民センター 保健・福祉施設 その他社会福祉施設

高齢者就労支援センター 保健・福祉施設 高齢福祉施設

障害児放課後対策事業所（クリオネクラブ） 保健・福祉施設 障がい福祉施設

教育センター 学校教育系施設 その他教育施設

そうふけつどいの広場 子育て支援施設 幼児・児童施設

文化ホール 市民文化系施設 文化施設

大森図書館 社会教育系施設 図書館

滝野出張所 行政系施設 庁舎等

本埜図書館（分館） 社会教育系施設 図書館

滝野シルバールーム 保健・福祉施設 高齢福祉施設

滝野子育て支援センター 子育て支援施設 幼児・児童施設

岩戸出張所 行政系施設 庁舎等

印旛歴史民俗資料館 社会教育系施設 博物館等

船穂出張所 行政系施設 庁舎等

船穂コミュニティセンター 市民文化系施設 集会施設

平賀出張所 行政系施設 庁舎等

平賀地区構造改善センター 市民文化系施設 集会施設
平賀地区構造改善センター

保健福祉センター

本埜ファミリア館

総合福祉センター

中央駅前地域交流館

印旛歴史民俗資料館

小林子育て支援センター

小林コミュニティプラザ

船穂コミュニティセンター

複合施設名 構成施設
施設分類

そうふけふれあいの里

ふれあいセンターいんば

ふれあい文化館

文化ホール
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（1）. 市民文化系施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

市民文化系施設 

集会施設 

中央公民館、小林公民館、そうふけ公民館、印旛公民
館、本埜公民館、中央駅前地域交流館、 
牧の原地域交流センター、市民活動支援センター、 
中央駅北コミュニティセンター、 
中央駅南コミュニティセンター、 
永治コミュニティセンター、 
船穂コミュニティセンター、 
集会所等（集会所、青年館、構造改善センター） 

文化施設 文化ホール 

※公民館は、社会教育法に基づく社会教育施設ですが、本計画では「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省監修）」の

仕様に基づき、市民文化系施設の集会施設に分類しています。 

 

（現状と課題） 

【集会施設】 

○ 地域住民の集会、住民の教養の向上、その他様々な場として活用されるとともに、教育・文化

等に関する事業を行っています。 

○ 利用者数は、施設ごとにばらつきはありますが、利用者の高齢化や民間施設利用者の増加によ

り、全体としては、横ばいもしくは減少傾向にあり、今後も同様の傾向が見込まれます。 

○ そうふけ公民館や中央駅前地域交流館などの一部施設では、周辺住宅の開発に伴う人口増によ

り利用需要が増えています。 

○ 建築後 20 年を経過している施設が多数あり、建物・設備ともに老朽化が進行しています。 

○ 集会所等は、市の補助金を活用し、町内会等所有の集会施設への建替え等を進めています。 

○ コミュニティセンターや集会所等では、NPO 法人や町内会等の組織に管理運営を委託する、指

定管理者制度を導入しています。 

○ 公民館及び中央駅前地域交流館のうち半数は、他の機能も有している複合施設です。 

 

【文化施設】 

○ 文化ホールは、文化芸術活動の拠点として、市民の文化の振興及び福祉の増進を図る施設です。 

○ 貸室については、サークル等の利用により利用者が増加しています。 

○ 貸室によっては、稼働率にばらつきがあります。 

○ 図書館との複合施設です。 

○ 令和５年度から指定管理者制度を導入しました。 

 

（基本方針） 

【集会施設】 

○ 利用者の増加が見込める施設については、老朽化状況や市民ニーズ等を踏まえ、計画的に修繕・
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改修を行い、施設の長期利用を図ります。 

○ 利用者が減少傾向であり、今後も需要の減少が想定される施設については、空きスペース（余

剰空間）の有効活用、集約化※8や複合化※9等を積極的に検討します。なお、複合施設においては、

関係所管課との調整のもと検討します。 

○ 公民館については、市民サービスの向上と運営の効率化のため、指定管理者制度の導入を検討

します。 

○ 集会所等については、地域が主体となって利用する施設であることから、今後も地域との協議

を行い、市の補助金を活用して、町内会等所有の集会施設への建替え等を進めていきます。 

○ 負担の公平性の観点から、受益者負担の適正化を検討します。 

○ 中央駅前地域交流館は、新施設の整備及び２号館の解体撤去を行い、令和７年度から指定管理

者制度を導入します。 

 

【文化施設】 

○ 今後も需要の増加が見込める施設であることから、老朽化状況や市民ニーズ等を踏まえ、適切

な修繕・改修を行い、建物を安定して利用できるようにします。 

○ 施設規模等を考慮して、長期的な施設のあり方を検討します。 

○ 負担の公平性の観点から、受益者負担の適正化を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
※8 同種用途・機能の複数施設を一体の施設として統合する事です。 
※9 異種用途・機能の複数施設を一体の施設として統合する事です。 
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（2）. 社会教育系施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

社会教育系施設 

図書館 
大森図書館、小林図書館、そうふけ図書館、小倉台図書
館、印旛図書館、本埜図書館 

博物館等 
印旛歴史民俗資料館、印旛医科器械歴史資料館 
木下交流の杜歴史資料センター 

 

（現状と課題） 

【図書館】 

○ 本市の図書館は、利用者数のばらつきはありますが、アクセスが良いことなどにより、どの図

書館も利用者は増加傾向です。 

○ 建築後 20 年以内の施設が多いものの、一部の施設において、建物・設備ともに老朽化が見ら

れます。 

○ 小倉台図書館以外の図書館は、他の機能を有した施設との複合施設です。 

 

【博物館等】 

○ 印旛歴史民俗資料館は、旧印旛村で収集した貴重な民具や考古資料を展示していますが、交通

アクセスの悪さなどにより、今後、利用者の増加が見込めない状況です。 

○ 印旛医科器械歴史資料館は、歴史的に貴重な医科機器を展示していますが、一般の利用者が低

迷しており、今後、利用者の増加が見込めない状況です。なお、本資料館は土地の購入及び施設

の改修を寄付により賄いました。 

○ 印旛歴史民俗資料館及び印旛医科器械歴史資料館とも建築後 35 年を経過しており、建物・設

備ともに老朽化が進行しています。 

○ 印旛医科器械歴史資料館は、指定管理者制度を導入しています。 

 

（基本方針） 

【図書館】 

○ 老朽化状況や市民ニーズ等を踏まえ、点検・診断などをもとに、計画的に修繕・改修を行い、

長期利用を図ります。 

○ 図書館が近くにない地域については、既存施設を活用したサービス提供を検討します。 

○ 市民サービスの向上と運営の効率化のため、図書館のあり方を含め、指定管理者制度等の導入

を検討します。 

 

【博物館等】 

○ 貴重な収蔵資料の効果的な活用や集客性の向上を図るため、全市的な視点から、集約化等を含

めた、施設や機能のあり方（規模・配置・管理体制等）を検討します。 
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○ 今後も建物を活用し続ける場合は、入館者の安全性を確保し、収蔵資料の損傷を防ぐため、適

切に修繕・改修を行います。 

○ 集客性の向上及び受益者負担の適正化を検討します。 

 

（3）. スポーツ・レクリエーション系施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

スポーツ･ 
レクリエーション 
系施設 

スポーツ施設 

松山下公園（総合体育館、陸上競技場、野球場、テニスコー
ト）、 
高花公園（野球場、テニスコート）、 
牧の原公園（テニスコート）、 
本埜スポーツプラザ（野球場、テニスコート、球技場）、 
印旛中央公園（野球場、テニスコート、弓道場、多目的運動
広場）、 
印旛西部公園（野球場、テニスコート、多目的運動広場）、 
萩原公園（テニスコート）、 
平賀学園台緑地（テニスコート）、 
東京電機大学平岡グラウンド（野球場、多目的球技場）、 
泉公園（パークゴルフ場）、 
木下交流の杜公園（多目的運動場） 

 

（現状と課題） 

【スポーツ施設】 

○ 松山下公園総合体育館は、平成 22 年に建築された比較的新しい施設です。 

○ 東京電機大学平岡グラウンド（野球場、多目的球技場）、印旛中央公園（多目的運動広場）、

印旛西部公園（多目的運動広場）は、市民のスポーツ活動推進と利便性の向上を図るため、市内

団体を対象とし、無料で利用できる施設です。 

 

（基本方針） 

【スポーツ施設】 

○ 老朽化が進行している施設については、計画的な修繕・改修を行います。 

○ 市民サービスの向上と運営の効率化のため、指定管理者制度の導入を検討します。 

○ 負担の公平性の観点から、受益者負担の適正化を検討します。 
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（4）. 学校教育系施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

学校教育系施設 

学校 小学校、中学校 

その他教育施設 
中央学校給食センター、牧の原学校給食センター、 
印旛学校給食センター、 
教育センター 

 

（現状と課題） 

【学校】 

○ 本市の小学校は 18 校、中学校は９校の合計 27 校です。なお、建築後 20 年以上経過している

学校は 26 校、そのうち建築後 30 年を経過している学校は 20 校であり、校舎・設備の老朽化が

進行しています。 

○ 全ての小学校、中学校は耐震化が完了しています。 

○ 全ての小学校、中学校は指定避難所になっています。 

○ 令和５年度から船穂小学校及び本埜中学校において小規模特認校制度を導入しました。 

 

【その他教育施設】 

○ 牧の原学校給食センターは建築後 27年、印旛学校給食センターは建築後 30 年を経過し、建物

の老朽化が進行しており、設備については耐用年数を超えているものがあります。 

○ 教育センターは、小学校及び中学校の学校教育の充実及び振興を図るための施設です。そうふ

けふれあいの里の中に設置されている複合施設です。 

 

（基本方針） 

【学校】 

○ 平成 28 年 10 月に策定した「印西市学校適正規模・適正配置基本方針」を令和５年度中に抜本

的な見直しを行い、「第二次印西市学校適正規模・適正配置基本方針」を策定し、新たな方針に

基づき、規模及び配置の適正化を計画的に進めていきます。 

○ 校舎等の更新等については、「印西市学校施設長寿命化計画（令和３年３月）」に基づき実施し

ます。 

○ 統廃合後の施設については、施設の老朽化状況や将来的な地域のニーズ等を踏まえ、施設の必

要性を検討します。 

【その他教育施設】 

○ 給食センターは、「改訂印西市学校給食センター整備基本計画（令和３年５月改訂）」に基づき、

施設の整備に努めるとともに、計画的に修繕・改修を行い、長期利用を図ります。 

○ 老朽化及び増加する児童生徒数に対応するため、「改訂印西市学校給食センター整備基本計画
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（令和３年５月改訂）」に基づき、中央学校給食センター、牧の原学校給食センター及び印旛学

校給食センターに加え、（仮称）新高花学校給食センター（令和６年竣工予定）を整備し、４施設

による給食の提供を行います。 

○ 教育センターは、老朽化状況や市民ニーズ等を踏まえ、計画的な修繕・改修を行います。 

 

（5）. 子育て支援施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

子育て支援施設 

幼保・こども園 
瀬戸幼稚園、もとの幼稚園、 
木刈保育園、内野保育園、高花保育園、西の原保育園、 
もとの保育園 

幼児・児童施設 

学童クラブ、そうふけつどいの広場、 
そうふけ児童館、いんば児童館、子どもふれあいセンター、 
小林子育て支援センター、滝野子育て支援センター、 
ファミリーサポートセンター、子ども発達センター 

 

（現状と課題） 

【幼保・こども園】 

○ 保育園は、現在十分に活用されており、今後も保護者が共働きしたいという意向の家庭も増え

ており、預かり保育に対する意向は一層増加することが見込まれます。 

○ 市内の幼稚園、保育園のほとんどが、建築後 30 年以上を経過しており、老朽化が進行してい

ます。 

○ 市が保有する幼稚園、保育園は直営で運営していますが、その他に私立の幼稚園、保育園及び

認定こども園等が市内にはあります。 

○ 瀬戸幼稚園は通園を希望する園児の減少に伴い、令和６年度からもとの幼稚園に集約化します。 

 

【幼児・児童施設】 

○ 小倉台小学校区、西の原小学校区、原小学校区、牧の原小学校区などの児童数が増加している

小学校区では、定員を上回る入所児童数となっている学童クラブもあり、一部待機児童がいる状

況です。今後も核家族化や共働き世帯の増加などにより需要の増加が見込まれます。 

○ 学童クラブ、小林子育て支援センター、子どもふれあいセンターでは、指定管理者制度を導入

しています。 

○ そうふけつどいの広場、子どもふれあいセンター、児童館、子育て支援センターなどは、他の

機能を有した施設との複合施設です。 

 

（基本方針） 

【幼保・こども園】 

○ 施設の老朽化状況や将来的な地域のニーズ等を踏まえ、施設の必要性を検討します。 
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○ 地域の子育て拠点として、「印西市公共施設長寿命化計画（令和３年７月）」に基づき定期的な

点検や計画的な修繕・改修の実施により適切な維持管理に努めます。 

○ 老朽化状況に応じて、計画的な修繕・改修を行い、施設の長期利用を図ります。 

 

【幼児・児童施設】 

○ 待機児童の解消などを図るため、民設民営による学童クラブの整備、民間事業者が運営する学

童クラブとの相互利用を検討します。 

○ 複合施設については、施設所管課間で調整し空きスペースを活用するなど、需要に見合った施

設規模を検討します。 

○ 市民サービスの向上と運営の効率化のため、指定管理者制度の拡大を検討します。 

 

（6）. 保健・福祉施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

保健・福祉施設 

高齢福祉施設 
中央老人福祉センター、高花老人福祉センター、 
そうふけ老人福祉センター、滝野シルバールーム、 
高齢者就労支援センター 

障がい福祉施設 
障害児放課後対策事業所（クリオネクラブ）、 
福祉作業所コスモス、 
ふれあいサポートセンターいんざい 

保健施設 
中央保健センター、高花保健センター、 
印旛保健センター、本埜保健センター、 
健康づくりセンター 

その他社会福祉施設 
草深ふれあい市民センター、印西地域福祉センター、 
印旛地域福祉センター 

 

（現状と課題） 

【高齢福祉施設】 

○ 老人福祉センターは、高齢者サークル等の団体により趣味活動の場として主に利用されており、

今後も一定の利用者が見込めます。 

○ 高齢者就労支援センターは、通常時は利用者が減少傾向ですが、講習会開催時などは利用者が

増加傾向にあります。 

○ 高齢者就労支援センターは、運営拡充のため旧永治小学校１階を改修し、令和５年 10 月１日

に移転します。 

○ 滝野シルバールームは、設置目的に沿った利用に加え、地域の方の健診会場や選挙の投票所と

しても利用されています。 

○ どの施設も建築後 10 年を経過しており、建物・設備ともに老朽化が進行しつつあります。 

○ 中央老人福祉センター及び高齢者就労支援センターは、指定管理者制度を導入しています。 

○ 全ての施設が、他の機能を有した施設との複合施設です。 
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【障がい福祉施設】 

○ 障害児放課後対策事業所は、類似事業を担う民間事業所が増加していることから、設立当初に

比べ利用者は減少傾向にありますが、市全体としては、近年の人口増加に伴い障がいのある子ど

も等が増加しており、充足している状況ではありません。 

○ 福祉作業所コスモスは、利用者は横ばい傾向にあります。 

○ 全ての施設が、指定管理者制度を導入しています。 

○ 障害児放課後対策事業所及び福祉作業所コスモスは、他の機能を有した施設との複合施設です。 

 

【保健施設】 

○ 保健センターは、乳幼児健診・特定健診・各種がん検診・健康相談等の会場として活用されて

いるものの、複数の施設で老朽化が進行しています。 

○ 健康づくりセンターは、民間事業者に運営管理を委託しています。 

○ 高花保健センター、印旛保健センター及び健康づくりセンターは、他の機能を有した施設との

複合施設です。 

 

【その他社会福祉施設】 

○ 地域福祉活動の場として利用されています。 

○ 印西地域福祉センターは、指定管理者制度を導入しています。 

○ 全ての施設が、他の機能を有した施設との複合施設です。 

 

（基本方針） 

【高齢福祉施設】 

○ 今後、高齢化による需要の増加が見込めることから、施設の老朽化状況や利用者のニーズ等を

踏まえ、計画的に修繕・改修を行い、長期利用を図ります。 

 

【障がい福祉施設】 

○ 施設の老朽化状況を踏まえ、計画的に修繕・改修を行い、施設の長期利用を図ります。 

○ 利用者のニーズや立地特性等を踏まえ、類似事業を担う民間事業所の有効活用を検討します。 

 

【保健施設】 

○ 保健センターは、各地域の検診事業等の行政サービスを維持しつつ、核となる施設及びそれに

準じた施設からなる２施設に集約化します。 

○ 複合化または集約化により使用しない老朽化した施設は速やかに解体撤去します。 

 

【その他社会福祉施設】 

○ 施設の老朽化状況や利用状況等を踏まえ、適切な修繕・改修を行い、施設の長期利用を図りま

す。 

○ 地域福祉センターは、今後、類似施設との役割分担も考慮し、配置の必要性等について検討し

ます。 
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○ 市民サービスの向上と運営の効率化のため、指定管理者制度の導入を検討します。 

 

（7）. 行政系施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

行政系施設 

庁舎等 
印西市役所、印旛支所、本埜支所、 
中央駅前出張所、牧の原出張所、小林出張所、 
船穂出張所、滝野出張所、岩戸出張所、平賀出張所 

消防施設 消防団器具庫、防災倉庫（市有） 

その他行政系施設 市民安全センター、資料整理作業所 など 

 

（現状と課題） 

【庁舎等】 

○ 印西市役所は、行政サービスを行う施設であるとともに、災害時における防災拠点となる重要

な施設です。本庁舎は建築後 40 年を経過していますが、大規模改修及び耐震化を実施済みです。 

○ 地域における身近な行政窓口であることから、支所は旧印旛村、旧本埜村地域に、出張所は７

箇所設置されています。 

○ 支所・出張所のうち、印旛支所、中央駅前出張所及び滝野出張所では、利便性向上のために休

日開庁を実施しています。 

○ 支所・出張所のうち、本埜支所・牧の原出張所（賃貸）以外は、他の機能を有した施設との複

合施設です。 

○ 本埜支所には、本埜消防署が設置されています。 

 

【消防施設】 

○ 消防団の器具庫は、各分団部に設置されています。 

○ 約半数の施設が建築後 20 年を経過しており、建物・設備ともに老朽化が進行しています。 

 

【その他行政系施設】 

○ その他行政系施設は、本市の貴重な歴史的資料等を保管・整理を行う資料整理作業所を保有し

ています。 

○ 市民安全センターは他の機能を有した施設との複合施設です。 

 

（基本方針） 

【庁舎等】 

○ 市役所は、本市の拠点となる施設であるため、計画的な修繕・改修により、施設の長期利用を

図ることとしますが、建替え時には立地場所等を含めた検討を行います。 
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○ 支所・出張所は、平成 29 年度に導入された住民票等のコンビニ交付による利用状況の変化な

どを捉え、施設の廃止や減築、他施設との集約化・複合化等を検討します。 

 

【消防施設】 

○ 消防施設は、災害時における重要な施設であることから、適切な維持管理に努めます。 

○ 老朽化が進んでいる施設が多く、災害時には重要な施設であることから、計画的な修繕・改修・

建替えに取り組みます。 

 

【その他行政系施設】 

○ その他行政系施設は、老朽化状況等を踏まえ、適切な維持管理に努めます。また、老朽化が著

しい施設については、安全を確保するために、利用状況や市民ニーズなどを踏まえながら、集約

化や廃止を検討します。 

 

（8）. 供給処理施設 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

供給処理施設 供給処理施設 印西市収集センター 

 

（現状と課題） 

○ 印西市収集センターは、平成８年度に供用を開始し、平成 22 年度をもって中止となった都市

廃棄物空気輸送事業※10で利用されていた施設で、印西市、白井市、栄町の３市町のごみ処理事業

を行っている印西地区環境整備事業組合の印西クリーンセンターに隣接して立地しています。 

〇 共同溝監視施設及び備蓄倉庫等として、一部活用されています。 

○ 東日本大震災の際に市内で発生した指定廃棄物を一時的に保管しています。 

 

（基本方針） 

○ 「都市廃棄物空気輸送事業施設収束事業方針（平成 25 年６月）」により、耐用年数（38 年間）

経過後を目途に、建物の取り壊しを行うこととしています。 

 

 

 

 

 

 
 
※10  住宅及び企業内から排出された可燃・不燃ごみを投入口より投入し、地下に設置された輸送管内を空気流を活用

してごみを収集する事業です。 
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（9）. その他 

（保有施設） 

大分類 中分類 主な施設 

その他 

その他建築系 
公共施設 

自転車駐車場、 
中根倉庫、きおろし水辺の広場、六軒弁天トイレ 

道路 木下駅自由通路 

 

（現状と課題） 

○ 各自転車駐車場は、通勤・通学等の定期利用者数は一定数で安定しています。また、一時使用

も可能としており、こちらも利用されていることから、いずれの施設も十分に活用されています。 

○ 有料の自転車駐車場は、指定管理者制度を導入しています。 

 

（基本方針） 

○ 施設保有の必要性や老朽化状況等を踏まえ、適切な維持管理に努めます。 

○ 有料の自転車駐車場は、十分に活用されていることから、引き続き指定管理者制度を活用し、

適切な維持管理・運営に努めるとともに、受益者負担の適正化を検討します。 
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2 インフラ資産 

（1）. 道路 

（保有量） 

分類 種別 数量 

道路 

一級市道 
83 ㎞   

1,066,194 ㎡   

二級市道 
68 ㎞   

370,586 ㎡   

自転車歩行者道 
33 ㎞   

176,210 ㎡   

その他市道 
984 ㎞   

4,607,756 ㎡   

計 
1,167 ㎞   

6,220,746 ㎡   

 

（基本方針） 

○ 通行性や安全性を確保するため、予防保全型の維持管理への転換を図ります。 

○ 日常点検として道路パトロールを実施し、損傷等を発見次第、修繕します。 

○ 幹線道路（一級、二級市道）について、耐用年数等を目途に路面性状調査を業者委託で実施し、

健全度の診断を行います。 

○ 長期にわたり未整備となっている都市計画道路※11は、計画の見直しを検討します。 

 

（2）. 橋りょう 

（保有量） 

分類 数量 

橋りょう 

205 本   

4.2 ㎞   

70,539 ㎡   

 

（基本方針） 

○ 老朽化対策として、道路法等に基づき５年に１回の頻度で定期点検を実施し、橋の健全性の診

断・分類を行います。併せて、「印西市橋梁長寿命化修繕計画（令和２年３月）」により、効率的

なメンテナンスサイクルの確立及び長期的な修繕コストの低減等を図ります。 

○ 災害に対する備えとして、耐震化等についても検討していきます。 
 
※11 都市計画道路とは、都市の骨格を形成し、安全で安心な市民生活と機能的な都市活動を確保するため、都市計画法

に基づいて都市計画決定された道路です。 
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（3）. 上水道 

（保有施設） 

分類 種別 数量 

上水道 

管路 131 ㎞   

附帯施設 
4 施設  

1,293 ㎡   

 

（基本方針） 

○ 「印西市水道事業経営戦略及び施設更新計画（令和 4 年 3 月）」に基づき、水道施設及び管路

等の適切で計画的な”管理運営”に取り組みます。 

 

（4）. 下水道 

（保有施設） 

分類 種別 数量 

下水道 

管路 512 ㎞   

附帯施設 
5 施設  

2,084 ㎡   

 

（基本方針） 

○ 印西市公共下水道ストックマネジメント基本計画（平成３１年３月）」に基づき、下水道施設

及び管路等の適切で計画的な保全に取り組みます。 

 

（5）. 公園・緑地 

（保有施設） 

分類 種別 数量 

公園・緑地 

建物 
29 棟   

731 ㎡   

公園・緑地 
182 箇所   

1,404,041 ㎡   

 

（基本方針） 

○ 誰もが安心して憩える場としての機能を確保するとともに公園美化活動支援事業による、市民

などと協働した維持管理を推進します。 

○ 職員による日常点検や専門業者による定期点検を徹底し、「印西市公園施設長寿命化計画（令
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和３年３月）」に基づき、施設・設備の長寿命化と効率的な維持管理を行います。 
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第5章 推進体制と進行管理 

1 全庁的な取組体制の構築及び情報管理・共有方策 

（1）. 全庁的な取組体制の構築 

公共施設の所管課ごとに保有する公共施設の維持管理情報などを専任部署で一元管理し、情報共

有等を図るとともに、全庁的な検討及び判断を行うために設置した公共施設マネジメント推進本部

を中心に総合管理計画に基づく取り組みを推進します。 

また、公共施設マネジメントの推進に当たっては、他部門との密接な連携のもと、事業優先順位

等を検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 全庁的な取組体制の構築イメージ 
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（2）. 情報管理及び共有の方策 

公共施設等マネジメントの推進には、光熱水費や修繕費といった維持管理費用や利用状況などを、

適宜把握し分析をする必要があります。そのため、毎年度、各施設の所管課から修繕・更新等の履

歴の情報を専任部署に集約し、一元的な情報管理のもとでデータベースを滞りなく更新することに

より、常に最新の状態に保ちながら庁内での情報共有を図ります。 

一元化されたデータから、施設の利用状況や修繕履歴、点検結果等を把握するとともに、公共施

設等マネジメントの基礎資料となる施設カルテ※12を作成し、そのうえで、施設の長寿命化計画策定

のための基礎情報としての活用や、余剰施設の抽出、組織の枠を超えた再編・再配置に向けた検討

を行います。 

なお、公共施設の維持管理・修繕・更新等に係る基礎情報などについては、固定資産台帳を活用

し連携を図ります。 

 また、施設カルテは３年に一度作成・更新を行い、議会や市民等への情報提供を実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2 情報管理・共有イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
※12  各施設の情報をグラフ等を用いて見える化し、整理したものです。 
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2 フォローアップの実施方針 

本計画を着実に進めていくため、以下に示す PDCA サイクルを実施していくことが重要となりま

す。 

「PLAN（計画）」では上位・関連計画を踏まえながら本計画の策定を行い、「DO（実施）」では本計

画に基づき、点検・診断の実施及び結果の蓄積等による情報管理や、再編・再配置の実施方針の策

定及び推進等による公共施設マネジメントを庁内横断的に実施します。 

その後、「CHECK（検証）」として、データベースの活用などにより定期的に評価・検証を行い、

「ACTION（改善）」では、評価・検証の結果、機能の低下や利用者の減少などが認められた場合には

結果を踏まえて費用の削減や機能の更新などを実施します。また、必要に応じて「PLAN（計画）」を

見直します。 

今後、PDCA サイクルによる「PLAN（計画）」の見直しにあたっては、その検討経過などについて

市民等との情報共有に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-3 フォローアップの実施イメージ 
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将来の更新費用の設定条件 

《公共施設》 ※小・中学校を除く 

 印西市公共施設長寿命化計画に基づいています。 

コスト算出条件 

 長寿命化計画 長寿命化なし 

対象建物 計画で対象とする 155 棟 （左記と同じ） 

目標使用年数 【長寿命化建物】 80 年（一部 50 年） 

【一般建物】 60 年（一部 40 年） 

減価償却資産の耐用年数 
（出典：印西市公共施設等総合管理計

画） 

修繕・改修時期 【長寿命化建物】 築 40 年目に大規模改修、築 20・

60 年目に保全改修 

【一般建物】 計画的な修繕・改修想定せず 

目標使用年数の中間年に保全

改修を実施 

建替え 目標使用年数を迎えた時点で、現在と同じ規模で建て

替えると想定 

（左記と同じ） 

単価 建物の用途、規模、構造を考慮し、以下の出典データ

を参考として延床面積単価を設定 
※ 工事単価には､設計コスト､工事監理コスト､消費税含む 

出典１：「H３１年版建築物のライフサイクルコスト第 2版」Ｈ

３１．３（監修/国土交通省大臣官房官庁営繕部、編集・発行/一

般財団法人建築保全センター） 

出典２：「令和３年度 新営予算単価」Ｒ２．５ （国土交通省

大臣官房官庁営繕部） 

（左記と同じ） 

工事計画 工事を以下の年数で計画し、設計コストを含む工事コ

ストを複数年に配分 

 ◇保全改修  ：2年（設計 1年、工事 1年） 

 ◇大規模改修 ：3年（設計 1年、工事 2年） 

 ◇建替え 

   長寿命化建物：3年（設計 1 年、工事 2年） 

   一般建物  ：2年（設計 1 年、工事 1年） 

 ◇解体処分 ：1 年 

全て単年で計画（工事コスト

1 回の合計は左記と変わらな

い） 

積み残し建物 

の扱い 

築 20 年目の保全改修を実施せず既に築 20 年を過ぎて

いる建物（＝積み残し建物）は、築 30 年未満の場合

は保全改修を実施し、築 30 年以上の場合、原則築 40

年目の大規模改修を前倒しで計画 

保全改修を実施せず目標使用

年の中間年を既に過ぎている

建物は、建替えまでに保全改

修を計画 

保全改修（大規

模改修）履歴の

ある建物 

保全改修（もしくは大規模改修）を既に実施している

建物は、実施年を起点に 20 年後に大規模改修（もし

くは保全改修）を計画 

保全改修（もしくは大規模改

修）を既に実施している建物

は、中間の保全改修は実施せ

ず、目標使用年で建替え 

単位：円／㎡

保全改修 大規模改修

152,000 277,000 490,000 45,000

141,000 257,000 450,000 37,000

128,000 234,000 412,000 37,000

135,000 247,000 432,000 35,000

109,000 200,000 356,000 35,000

59,000 108,000 209,000 35,000

61,000 111,000 214,000 35,000

50,000 91,000 182,000 35,000

65,000 120,000 227,000 35,000

32,000 60,000 131,000 35,000

長寿命化建物
建替え 解体処分

小規模建物・庁舎（Ｗ造以外）

中規模建物・庁舎（Ｗ造以外）

倉庫（Ｓ造）

倉庫（Ｗ造）

車庫

自転車置き場

単価モデル名

大規模建物・庁舎

小規模建物・庁舎（Ｗ造）

中規模建物・庁舎（Ｗ造）

倉庫（RC造）
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建替えまでの残

年数が少ない場

合の保全改修 

長寿命化建物で、建替え（目標使用年数）までの残年

数が 10 年以下となった場合、2 回目の保全改修は実

施しない 

（考慮せず） 

仮設建物 大規模改修及び建替え工事の期間中、施設利用を停止

できない施設（庁舎、保育園）を対象として仮設建物

の建設コストを計上 

（左記と同じ） 

 

 

《小・中学校》  

印西市学校施設長寿命化計画に基づいています。 

コスト算出条件 

区分  目標使用年数 改修区分 周期 

（年） 

工事単価 

（千円/㎡） 

工事年数 

対象建物

（101 棟） 

長寿命化 

あり 

コンクリート

造、鉄骨造：80 

年 

木造、軽量鉄骨

造：50 年 

保全改修 20 

60 

107 ※1 校舎：設計 1年、工事 2

年 

体育館：設計 1 年、工事

1 年 

  大規模改

修 

40 271 ※2 設計 1年、工事 2年 

  建替え 80 349 ※3  

  部位修繕 10 年 

以内 

 評価Ｄ：10 年以内に実施 

 長寿命化 

なし 

50 年 大規模改

修 

25 271 ※2 設計 1年、工事 2年 

   建替え 50 349 ※3  

小規模建物 

（91 棟） 

減価償却資産の 

耐用年数 

建替え 50 182～349 

※4 

単年 

 

注 ：工事単価は「H31 年版建築物のライフサイクルコスト第 2 版」、「令和３年度 新営予算単価」を

参考に設定。 

※1：設計コスト、工事監理コストを含む。 

※2：設計コスト、工事監理コスト、仮設校舎費用を含む。 

※3：設計コスト、工事監理コスト、解体費用を含む。 

※4：用途・構造種別に工事単価を設定。設計コスト、工事監理コスト、解体費用を含む。 

 

 

《その他》 

 各施設長寿命化計画に含まれていない施設については、印西市公共施設長寿命化計画のコスト算出

条件等を参考にしています。 

 

  



 

66 

 

《インフラ資産》 

○道路 

◆更新年数 

・15 年 

※舗装の耐用年数の 10 年と舗装の一般的な供用寿命の 12～20 年の年数を踏まえて 15 年とす

る 

◆更新費用 

・全整備面積を 15 年で割った面積の舗装部分を毎年度更新していくと仮定 

◆更新費用単価 

・道路（一級、二級、その他）：4,700 円/㎡ 

・自転車歩行者道：2,700 円/㎡ 

 

○橋りょう 

 ◆印西市橋梁長寿命化修繕計画に基づいています。 

 

○上水道 

◆耐用年数 

・40 年 

◆更新費用単価 

・「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省監修）」の単価を採用 

◆建設年度が不明の上水道管 

・2017（平成 29）年から 2056（令和 38）年の 40 年間で処理（更新費を 40 年間で均等に振り

分け） 

◆耐用年数を超えている上水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：2017（平成 29）年から５年で処理（更新費を

５年間で均等に振り分け） 

◆上水処理施設 

・建築後 60 年で更新、30 年で大規模修繕を実施 

・更新（建替え）費用、大規模修繕費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省

監修）」の 36 万円/㎡、20 万円/㎡を採用 
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上水道管の更新費用の単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出典：公共施設等更新費用試算ソフト 仕様書 

 

○下水道 

◆耐用年数 

・50 年 

◆更新費用単価 

・「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省監修）」の単価を採用 

◆建設年度が不明の下水道管 

・2017（平成 29）年から 2056（令和 38）年の 40 年間で処理（更新費を 40 年間で均等に振り

分け） 

◆耐用年数を超えている下水道管 

・試算時点で更新年数を既に経過している場合：2017（平成 29）年から５年で処理（更新費を

５年間で均等に振り分け） 

◆下水処理施設 

・建築後、60 年で更新（建替え）、30年で大規模改修を実施 

・更新（建替え）費用、大規模修繕費用の単価は、「公共施設等更新費用試算ソフト（総務省

監修）」の 36 万円/㎡、20 万円/㎡を採用 
 

下水道管の更新費用の単価 

管種 
更新単価 

（千円／ｍ） 
備考 

コンクリート管 124 
更生工法を前提 陶管 124 

塩ビ管 124 
更生管 134 布設替えを前提 

出典：公共施設等更新費用試算ソフト 仕様書 



 

68 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 令和５年９月 

編集・発行 印西市 企画財政部 資産経営課 

 

 


